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５ 官民比較における対応職種一覧（平成17年の例）

行政職俸給表(一)

本府省職員 本府省以外の職員

民 間 企 業

級 東京２３区本店 左 を 除 く

企 業 規 模 企 業 規 模 企 業 規 模

5 0 0 人 以 上 5 0 0 人 以 上 5 0 0 人 未 満

支 店 長 支 店 長

１１ 工 場 長 工 場 長

部 長 部 長

部 次 長 部 次 長

１０ 支 店 長

課 長 課 長 工 場 長

９ 部 長

部 次 長

８ 課長代理 課長代理 課 長

７

６ 係 長 係 長 課長代理

５ 係 長

４ 主 任

３ 主 任 主 任

２ 係 員 係 員 係 員

１

（注）係長制を採っていない事業所において､課長代理以上に

直属し､直属の部下を有する主任については、係長に含め

ている。
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給 与 項 目

俸 給 の 月 額

扶 養 手 当

俸 給 の 特 別 調 整 額

地 域 手 当

初 任 給 調 整 手 当

住 居 手 当

単 身 赴 任 手 当 （ 基 礎 額 ）

特 地 勤 務 手 当 等

寒 冷 地 手 当

通 勤 手 当

特 殊 勤 務 手 当

単 身 赴 任 手 当 （ 加 算 額 ）

宿 日 直 手 当

超 過 勤 務 手 当 等

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当

　　に準ずる手当を、超過勤務手当等には休日給及び夜勤手当を含む。
（注） 俸給の月額には俸給の調整額を、特地勤務手当等には特地勤務手当

６　官民比較における公務員給与の範囲

所

定

内

給

与

所

定

外

給

与

比

較
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項
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比
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外

給

与

項

目
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７ 平成18年職種別民間給与実態調査の概要

１ 調査の目的

国家公務員法及び地方公務員法の規定の趣旨に基づき、国家公務員及び地方公務員の給与

を民間の従業員の給与と比較検討するための基礎資料を作成すること。

２ 調査対象

(1) 地域

全国

(2) 事業所

平成18年４月分の最終給与締切日現在において、企業規模50人以上で、かつ、事業所規

模50人以上の事業所。

ただし、次の経営形態のものを除く。

ア 政府機関及びその関係機関

イ 地方公共団体及びその関係機関

ウ 公庫・公団等の機関

エ 大使館・領事館及び国際連合等の関係機関

オ 企業組合等

(3) 産業

日本標準産業分類の次の大分類に該当するもの。

ア 漁業 イ 鉱業 ウ 建設業 エ 製造業 オ 電気・ガス・熱供給・水道業

カ 情報通信業 キ 運輸業 ク 卸売・小売業

ケ 金融・保険業（郵便貯金取扱機関、政府関係金融機関に該当するものを除く。）

コ 不動産業

サ 医療、福祉（次に該当するもの）

ａ 医療業

ｂ 社会保険・社会福祉・介護事業

シ 教育、学習支援業 (次に該当するもの）

ａ 学校教育

ス サービス業 (次に該当するもの）

ａ 学術・開発研究機関

ｂ その他の生活関連サービス業

ｃ 物品賃貸業

ｄ 広告業

ｅ 政治・経済・文化団体

(4) 従業員

常時勤務する従業員のうち、期間を定めず雇用されている者とし、臨時の者を除く。な

お、取締役等の役員はすべて除外している。
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３ 調査事業所

上記２に該当した52,746事業所（母集団事業所）を統計上の理論に従いながら都道府県等

別に産業、企業規模等によって層化し、10,174事業所を無作為に抽出。

４ 調査事項

(1) 事業所単位に調査する事項

① 事業所に関する事項

平成18年４月分の最終給与締切日現在における次の各事項とする。

ア 事業所名 イ 事業所所在地 ウ 産業分類の基礎となった主な事業内容

エ 本店・支店の別 オ 企業全体の常勤の従業員総数

カ 事業所の常勤の従業員総数 キ 調査指定職種別従業員数

② 給与等に関する事項

特に断りのない限り、平成18年４月分最終給与締切日現在（４月そ及改定を含む。）

における次の各事項とする。

ア 賞与及び臨時給与の支給総額並びに支給従業員数（平成17年８月から平成18年７月

までの状況）

イ アの該当月及び平成18年４月のきまって支給する給与の支給総額及び支給従業員数

ウ 本年の採用状況 エ 本年の給与改定の状況 オ 平成17年冬季賞与の支給状況

カ 家族手当の支給状況 キ 住宅手当の支給状況 ク 特殊作業手当の支給状況

ケ 退職金制度の状況 コ 雇用調整の状況等

(2) 従業員別に調査する事項

特に断りのない限り、調査事業所における常勤の従業員のうち、調査指定職種に該当す

る者について、平成18年４月分の最終給与締切日現在（４月そ及改定を含む。）における

次の各事項とする。

① 初任給関係職種

ア 学歴 イ 初任給月額別従業員数 ウ 初任給月額

② 初任給関係職種以外の調査指定職種

ア 年齢 イ 学歴 ウ 性 エ きまって支給する給与総額 オ 時間外手当額

カ 通勤手当額

５ 実地調査期間

平成18年５月１日(月)から同年６月16日(金)まで
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８ 民間企業における事業所数及び従業者数

【全産業】

635万事業所

6，016万人

うち個人業主、家族従業者、役員、臨時・日雇い者を除く従業者数）（

5，026万人

【13大産業に属する会社組織の事業所】

223万事業所

3，034万人

【従業者（常雇）のうち正社員に限定】

193万事業所

2，208万人（Ａ）

【企業規模50人以上の事業所】

53万事業所

1，430万人（Ｂ）

＜（Ｂ）÷（Ａ）＝64.8％＞

【企業規模100人以上の事業所】

41万事業所

1，214万人（Ｃ）

＜（Ｃ）÷（Ａ）＝55.0％＞

※ 事業所数・従業者数は、総務省「平成13年事業所・企業統計調査（センサス 」による。）

国・地方公共団体(21万所 、）

公益法人(30万所 、農林業）

等(17万所 、個人経営等）

(344万所）を除く（412万所）

企業規模50人未満

事業所を除外

、個人業主(経営者)

、家族従業者、役員

臨時・日雇い者を

除く（990万人）

正社員以外（非常勤・パート

（常用雇用）従業員）を除外

企業規模50人以上100人未満

事業所を除外

9



（％）

　　　※　平成13年事業所・企業統計調査による。

９　全従業者（正社員）に占める各企業規模別の従業員の割合
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10 平成18年国家公務員給与等実態調査の概要

１ 調査の目的
『一般職の職員の給与に関する法律 (昭和25年法律第95号。以下「給与法」とい

う。) 』の適用を受ける職員等の給与等の実態を把握すること

２ 調査時期
平成18年１月15日現在。
ただし、同日に在職する者のその後の異動の状況等及び採用者については平成18年

１月16日から同年４月１日までの間、再任用職員については平成18年４月１日現在

３ 調査事項
(1) 平成18年１月15日に在職する者

① 在勤官署等に関する事項
ア 府省及び在勤官署の所在地（市町村番号）
イ 組織区分
ウ 地域手当の区分
エ 特地勤務手当級地区分

② 職員の経歴等に関する事項
ア 性 別
イ 満年齢（平成18年４月１日現在）
ウ 定年年齢
エ 最終学歴及び給与決定上の学歴
オ 採用試験の種類
カ 適用俸給表
キ 級・号俸
ク 現級への昇格又は格付年月日
ケ 職名・職種
コ 調査日後の離職、昇格等異動等の内容（平成18年１月16日から同年４月１日

までの間の昇格者等） 等

③ 諸手当等に関する事項
ア 俸給の調整額の調整数
イ 俸給の特別調整額の支給割合
ウ 扶養手当の支給額（平成18年４月１日の予定）
エ 住居の種類
オ 公務員宿舎等入居者の宿舎費又は住居手当を受ける借家・借間居住者の家賃

・間代
カ 通勤手当の支給区分、運賃・料金及び自動車等使用者の手当額の区分
キ 単身赴任手当の支給区分
ク 特地勤務手当の支給額(平成18年４月１日の予定)
ケ 地域手当（調整手当）の異動保障等の支給割合及び異動保障対象者で80／100

を乗じて得た支給割合の適用の有無(平成18年４月１日の予定)
コ 研究員調整手当の支給割合 (平成18年４月１日の予定)
サ 平成18年1月寒冷地手当支給額
シ 平成17年の勤勉手当の成績率（６月期、12月期） 等

(2) 採用者数 (注：再任用職員を除く)
適用俸給表別、級別、地域手当の区分別、採用試験の種類別人員

(3) 平成18年４月１日に在職する再任用職員
個人別に府省、部局名、満年齢、勤務時間数、適用俸給表、級、地域手当の区分、

退職時の状況
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11 官民給与の比較方法の改定経緯

１．比較方法、比較職種、比較企業規模、比較給与種目

年 改 定 内 容

昭和23年 「六三ベース方式」(S23～S25)

～ ・ 独身男子の標準生計費の額と民間企業の取締役の平均給与額とを基準とし、これを指

昭和33年 数曲線で結んで俸給表を検討

「格付号俸方式」(S26～S33)

・ 俸給表の職務の級について代表号俸を選定し、これに格付けられた代表職種について

民間の給与を調査して、この結果値を指数曲線式によって調整して俸給表を検討

昭和34年 比較方法を「ラスパイレス比較方式 （比較職種は「１０職種比較（総合較差 ）に変更」 ）」

＊「10職種」 行政(一)、(二)、海事(一)、(二)、研究、医療(一)、(二)、(三)、

教育(一)、(二)

昭和39年 比較企業を「事業所規模50人以上」から「企業規模100人以上、かつ、事業所規模50人以上」

に引上げ

昭和49年 比較職種を「１０職種比較」から「行政職比較」に変更

＊「人材確保法」により教員、看護師の給与の特別改善を行うこととなり、教員、看護師を

含んだ比較が困難となったため。

平成16年 比較職種を「行政職比較」から「行政職(一)比較」に変更

平成17年 比較給与種目について、通勤手当を比較対象外に、俸給の特別調整額を比較対象に変更

２．官民比較における対応関係

年 改 定 内 容

昭和40年 行政職(一)新３等級の新設（39.9）に伴う比較対象の整理（民間の課長代理を新たに比較対

象とした）

昭和61年 昭和60年の俸給構造の見直しにより、行政職（一）が８等級制から11級制に移行したことに

(平成４年～ 伴い、新たな職務の級（５級及び７級）を中心に対応する比較対象従業員について、平成４

平成10年) 年以降順次見直しを実施。

平成３年 本省庁の４級以上の職員について、業務執行面の類似性、立地条件の共通性から、東京23区

(～平成７年) に所在する企業規模500人以上の本店の従業員との比較に変更することにより、本省職員の給

与の特別改善を実施。

（平成７年）本省庁の１級から３級までの職員について、４級以上の職員と同様、東京23区

に所在する企業規模500人以上の本店の従業員との比較に変更

平成５年 民間における組織のスリム化、フラット化の進展及び公務の実態の変化等を考慮して、比較

(～平成15年) 職種の定義の見直しを実施。

（ ） 、 、「 」平成５年 係員の最上級者について 民間における主任制の普及状況等を考慮して 主任

から「係員」に変更

（平成６年）係長制のない事業所において課長代理以上に直属し、直属の部下を３人以上有

する主任について 「係長」に変更、

（平成15年 「課長代理」の要件である「部下４人以上を有する者」に「直属の部下に係長等）

の役職者を有する者 を追加し 係長 の要件を 構成員４人以上の組織の長 から 直」 、「 」 「 」 「

属の部下を有する者」に変更
12
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13 給 与 勧 告 の 実 施 状 況

勧 告 国 会 決 定

勧告年月日 内 容 実施 内 容 実施

時期 時期

昭和23.12.10 6,307 円水準 － 6,307円水準 23.12

24.12. 4 7,877 〃 － 実施見送り －

25. 8. 9 8,058 〃 － 7,981円水準 26. 1

26. 8.20 11,263 〃 8.1 10,062 〃 26.10

27. 8. 1 13,515 〃 5.1 12,820 〃 27.11

28. 7.18 15,480 〃 － 15,483 〃 29. 1

29. 7.19 報告のみで勧告なし － －

30. 7.16 期末､勤勉手当の増額 － 原則として勧告どおり 30.12

31. 7.16 俸給制度の抜本改正 － 一部修正実施 32. 4

32. 7.16 期末手当の増額､通勤手当の新設 － 勧告どおり 32.12

33. 7.16 俸給表改定(初任給改善) － 〃 34. 4

34. 7.16 俸給表改定(中級職員給与改善) － 〃 35. 4

35. 8. 8 12.4％ 2,682円 5.1 〃 35.10

36. 8. 8 7.3％ 1,859円 〃 〃 36.10

37. 8.10 9.3％ 2,496円 〃 〃 37.10

38. 8.10 7.5％ 2,206円 〃 〃 38.10

39. 8.12 8.5％ 2,792円 〃 〃 39. 9

40. 8.13 7.2％ 2,651円 〃 〃 40. 9

41. 8.12 6.9％ 2,820円 〃 〃 41. 9

42. 8.15 7.9％ 3,520円 〃 〃 42. 8

43. 8.16 8.0％ 3,973円 〃 〃 43. 7

44. 8.15 10.2％ 5,660円 〃 〃(６月の期末･勤勉への 44. 6

はね返りなし)

45. 8.14 12.67％ 8,022円 〃 〃 勧告どおり

46. 8.13 11.74％ 8,578円 〃 〃 〃

47. 8.15 10.68％ 8,907円 4.1 〃 〃

48. 8. 9 15.39％ 14,493円 〃 〃 〃

49. 7.26 29.64％ 31,144円 〃 〃 〃

50. 8.13 10.85％ 15,177円 〃 〃 〃

51. 8.10 6.94％ 11,014円 〃 〃 〃

52. 8. 9 6.92％ 12,005円 〃 〃 〃

53. 8.11 3.84％ 7,269円 〃 〃 〃

54. 8.10 3.70％ 7,373円 〃 〃(指定職は10.1実施) 〃

55. 8. 8 4.61％ 9,621円 〃 〃( 〃 ) 〃

56. 8. 7 5.23％ 11,528円 〃 管理職員等･調整手当改定年度内繰り延べ 〃

期末･勤勉手当旧ベ-ス

57. 8. 6 4.58％ 10,715円 〃 実施見送り －

58. 8. 5 6.47％ 15,230円 〃 2.03％ 勧告どおり

59. 8.10 6.44％ 15,541円 〃 3.37％ 〃

60. 8. 7 5.74％ 14,312円 〃 勧告どおり 60. 7

61. 8.12 2.31％ 6,096円 〃 〃 勧告どおり

62. 8. 6 1.47％ 3,985円 〃 〃 〃

63. 8. 4 2.35％ 6,470円 〃 〃 〃

平成元. 8. 4 3.11％ 8,777円 〃 〃 〃

2. 8. 7 3.67％ 10,728円 〃 〃 〃

3. 8. 7 3.71％ 11,244円 〃 〃 〃

4. 8. 7 2.87％ 9,072円 〃 〃 〃

5. 8. 3 1.92％ 6,286円 〃 〃 〃

6. 8. 2 1.18％ 3,975円 〃 〃 〃

7. 8. 1 0.90％ 3,097円 〃 〃 〃

8. 8. 1 0.95％ 3,336円 〃 〃 〃

9. 8. 4 1.02％ 3,632円 〃 〃(指定職は10.4.1実施) 〃

10. 8.12 0.76％ 2,785円 〃 〃 〃

11. 8.11 0.28％ 1,054円(改善1,034円) 〃 〃 〃

12. 8.15 0.12％ 447円(改善 434円) 〃 〃 〃

13. 8. 8 0.08％ 313円 〃 〃 〃

14. 8. 8 △2.03％ △7,770円 (注１) 〃 〃(14.12)

15. 8. 8 △1.07％ △4,054円 〃 〃 〃(15.11)

16. 8. 6 水準改定の勧告なし(注2) － －

17. 8.15 △0.36％ △1,389円 （注１） 〃 〃(17.12)

（注1） 公布日の属する月の翌月の初日（公布日が月の初日であるときは、その日）

（注2） 平成16年の官民較差は0.01％、39円。水準改定以外の勧告あり
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・ 民間給与実態調査は、企業規模50人以上の事業所に拡大することが適当。

（調査対象企業規模を50人以上とする理由）

① 公務に対応する組織階層の有無、② 実地調査による精確性の維持、

③ 民間従業員の３分の２をカバー、 ④ 公務採用者の民間企業との競合状況

・ 本年の人事院勧告に反映する比較対象企業の規模は、引き続き検討。

論点１ 調査対象企業の規模について

14 「論点整理及び当面の対応策」（中間とりまとめ）の概要

官民給与の比較方法の在り方に関する研究会（平成18年３月）

・ 同種・同等の者同士の比較という現行方式は維持すべき。

・ 「役職段階」、「年齢」、「学歴」、「勤務地域」は、引き続き比較要素とすること

が適当。 「勤続年数」を加えるかどうかは、更に検証。

・ 役職段階別の対応関係は、平成18年４月の俸給表改定に伴う見直しが必要。

論点２ 現行の官民給与の比較方式について

論点３ 比較対象従業員の範囲について

・ 賃金構造基本統計調査における取扱い等を考慮して、比較対象となる役職の

要件の変更を検討。あわせて、スタッフ職も比較の対象に加えることを検討。

（例） 部長 ： 構成員30人以上 → 構成員20人以上

論点５ ボーナスの官民比較の方法について

・ 個人別のボーナス支給額の調査は、調査事業所の負担が増大し、当年夏の

ボーナスの実態が把握できなくなるため、当面は、現行の方式が適当。

・ ボーナスの比較方法は、引き続き検討。

論点４ 比較職種について

・ 比較職種の細分化は、人事管理に大きな影響を与えるため、労使を始めと

して幅広く各方面の意見を聴取した上で、比較職種の細分化の可否等を

検討。
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１ 平成17年人事院勧告時の報告（抄 （平成17年８月15日））

Ⅱ 官民の給与較差に基づく給与改定

２ 本年の給与の改定

(4) その他の課題

イ 官民比較方法の見直し

官民比較における比較給与種目については、本年の官民比較より、

通勤手当を比較給与種目から外し、俸給の特別調整額を比較給与種目

に加えることとした。

また、民間企業における人事・組織形態の変化に対応できるように、

昨年来、民間企業におけるスタッフ職の従業員、非正規社員及び派遣

労働者の在職実態の調査を行ってきた。

その結果、スタッフ職の従業員については、各事業所において、官

民比較の対象となる事務・技術関係職種の従業員が、各役職段階に２

割から３割程度在職しており、また、スタッフ職の従業員は、ライン

職の従業員と同様の雇用形態にあることから、引き続き、比較対象と

する場合の要件等について検討していくこととする。一方、非正規社

員及び派遣労働者は、短期雇用を前提に、時給制が多く、諸手当の支

給割合が低いなど、雇用形態、賃金形態が常勤職員とは明確に異なっ

ていることから、官民比較の対象とすることは困難である。

官民比較の方法については、今後とも、民間企業の実態等を的確に

把握していくほか、学識経験者の研究会を設けて、検討を行っていく

こととする。

Ⅱ 公務員給与をめぐる諸情勢
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２ 公務員の給与改定に関する取扱いについて（抄）

平成１７年９月２８日
閣 議 決 定

１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与につい

ては、去る８月１５日の人事院勧告どおり平成１７年度の給与改定を行うと

ともに、平成１８年度から地場賃金の適正な反映、年功的な給与上昇の抑制、

勤務実績の給与への反映等の給与構造の抜本的な改革を実施するものとする。

２ 特別職の国家公務員の給与については、おおむね１の趣旨に沿って改定等

を行うものとする。

３ １及び２については、平成１７年度の給与改定は新たな追加財政負担は要

せず、平成１８年度からの給与構造の改革は総人件費の削減に資するもので

あるが、我が国の財政事情がますます深刻化している下で総人件費改革が求

められていることを考慮すれば、行財政改革を引き続き積極的に推進し、総

人件費を削減する必要がある。そのため、次に掲げる各般の措置を講じると

ともに、本年秋までに総人件費改革のための「基本指針」を策定する。

⑴ 地方支分部局等を始めとする行政事務・事業の整理、民間委託、情報通

信技術の活用、人事管理の適正化等行政の合理化、能率化を積極的に推進

する等の措置を講ずる。また、定員については、大胆な再配置を進めると

ともに、純減目標を策定し、政府全体を通じた一層の純減の確保に取り組

む。

⑵ 人事院に対し、官民給与比較の方法について、調査対象民間企業の拡大

や民間企業における人事・組織形態の変化への対応など、民間賃金の状況

をより的確・精緻に反映させるための方策について、専門家の意見も踏ま

えて早急に総合的検討を行うよう要請する。

⑻ 地方公共団体における地方公務員の給与改定に当たっては、現下の極め

て厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事情等を十分検討の上、国と

同様、行政の合理化、能率化を図るとともに、既に国家公務員又は民間の

給与水準を上回っている地方公共団体にあっては、その適正化を強力に推

進するため必要な措置を講ずるよう要請するものとする。

また、国家公務員における給与構造の改革を踏まえ、地方公務員給与に

ついても速やかな見直しを行うとともに、人事委員会機能を発揮すること

などにより、地域の民間給与の状況をより的確に反映させるよう要請を行

うものとする。
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３ 行政改革の重要方針（抄）

平成17年12月24日

閣 議 決 定

４ 総人件費改革の実行計画等

(1) 総人件費改革の実行計画

イ 給与制度改革等

① 国家公務員給与

横並び・年功序列の公務員給与制度を抜本的に改革し、職務分類によるきめ

細かな官民比較と職階差の大幅な拡大により真に職務と職責に応じた給与体系

に移行するとともに、官民比較方法を更に見直すことにより、民間準拠をより

徹底し、メリハリの効いた人件費削減を図る。

以下の事項について、人事院において早急に必要な検討を行い、来年の人事

院勧告から順次反映させるよう要請する。来年からの人事院勧告について、政

府として速やかに取扱いを検討し、所要の措置を行う。また、政府としても厳

しい財政状況を踏まえ給与制度改革に向け全力で取り組む。

(ｱ) 本年の人事院勧告に基づく給与構造改革の実施

本年の人事院勧告に基づく給与構造改革を着実に推進し、地域の民間賃金

の的確な反映、年功的な給与上昇の抑制、勤務実績の給与への反映拡大等を

図る。また、評価の仕組みと処遇の在り方の見直しを進め、能力・実績主義

の人事制度の整備を推進する。

(ｲ) 職務分類によるきめ細かな官民比較

横並びを廃して、必要な人材を確保できる仕組みに改めるため、一般行政

職の職務について、例えば、法令に定められた行政サービスの実施など定型

的業務を行う職務、政策の企画立案を行う職務等に区分し、各職務区分ごと

に比較対象としてふさわしい民間従業者と官民比較を行うような方策を講ず

る。

(ｳ) 職階差の大幅な拡大

真に職務と職責に応じた給与体系に改め、年功的な昇給を極力抑制するた

、 、め 給与等級を課長・課長補佐・係長・係員などの職階区分に明確に分類し

職階区分ごとの給与の上下限幅が大きく重ならないようにするとともに職階

区分を昇格する場合の昇給幅を拡大する。

(ｴ) 比較対象事業所規模の見直し等

民間企業における雇用・組織形態の変化等を踏まえ、比較対象範囲を拡大

する方向での比較対象事業規模の見直しや比較対象とする民間役職員の部下

数（正社員）要件の見直しを行う。
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４ 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（抄）

（平成18年法律第47号）

第四節 総人件費改革

（趣旨）

第四十二条 総人件費改革は、国家公務員及び地方公務員について、その総数の純減

及び給与制度の見直しを行うとともに、独立行政法人、国立大学法人等（国立大学

法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第五項に規定する国立大学法人等をい

う。以下同じ。）、特殊法人及び認可法人（特別の法律により設立され、かつ、そ

の設立に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員に

ついても、これに準じた措置を講ずることにより、これらの者に係る人件費の総額

の削減を図ることにより行われるものとする。

２ 前項の総人件費改革を推進するに当たっては、平成二十七年度以降における国家

公務員の人件費の総額の各年度の国内総生産に占める割合が、平成十七年度におけ

る当該割合の二分の一にできる限り近づくことを長期的な目安として、これに留意

するものとする。

（国家公務員の純減）

第四十三条 政府は、平成二十二年度の国家公務員の年度末総数を、平成十七年度の

国家公務員の年度末総数と比較して、同年度の国家公務員の年度末総数の百分の五

に相当する数以上の純減とすることを目標として、これを達成するため必要な施策

を講ずるものとする。

２ 前項に規定する「国家公務員の年度末総数」とは、次に掲げる数の合計数をいう。

一 行政機関の職員の定員に関する法律（昭和四十四年法律第三十三号）第二条及

び第三条に規定する定員の当該年度末における数

二 特定独立行政法人（独立行政法人通則法第二条第二項に規定する特定独立行政

法人をいう。以下同じ。）の常時勤務に服することを要する役員及び同法第六十

条第一項に規定する常勤職員の当該年度の一月一日における数

三 前二号に掲げる国家公務員以外の常時勤務に服することを要する国家公務員（

国際平和協力隊の隊員並びに郵政民営化法（平成十七年法律第九十七号）第百六

十六条第一項の規定による解散前の日本郵政公社の役員及び職員で常時勤務に服

することを要するものを除く。）の法律に定められた数又は法律の規定に基づき

定められた数の当該年度末における数

19



（行政機関等の職員の純減）

第四十四条 政府は、行政機関の職員の定員に関する法律第二条及び第三条に規定す

る定員並びに警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）第五十七条第一項に規定す

る地方警務官の定員について、平成十八年度以降の五年間で、平成十七年度末にお

けるこれらの総数から、その百分の五に相当する数以上の純減をさせるものとし、

その結果を踏まえ、行政機関の職員の定員に関する法律第一条に規定する定員の総

数の最高限度について法制上の措置を講ずるものとする。

２ 平成十八年度の国の一般会計の歳出予算の基礎とされた平成十七年度末の自衛官

の人員数については、自衛隊の隊員に対する教育及び食事の支給並びに防衛庁設置

法（昭和二十九年法律第百六十四号）第五条第十三号に規定する装備品等の整備に

係る業務その他の業務の民間への委託その他の方法により、前項の規定の例に準じ

て純減をさせるものとする。

（国家公務員の給与制度の見直し）

第五十一条 政府は、国家公務員（一般職の職員の給与に関する法律（昭和二十五年

法律第九十五号）の適用を受ける職員に限る。以下この条において同じ。）の給与

制度について、職務と責任に応じた給与の体系、国家公務員の給与と民間における

賃金との比較方法の在り方その他の事項についての人事院における検討の状況を踏

まえ、必要な措置を平成十八年度から順次講ずるものとする。特別職の職員及び同

法が適用されない一般職の職員の給与制度についても、同様とする。

第六節 関連諸制度の改革との連携

（公務員制度改革）

第六十三条 政府は、総人件費改革その他の重点分野における改革において実施され

る行政の組織及び運営の見直しと併せて、これらを担う公務員に係る制度の改革を

推進することの重要性にかんがみ、次に掲げる措置を講ずるものとする。

一 能力及び実績に基づく人事管理、退職管理の適正化並びにこれらに関連する事

項について、できるだけ早期にその具体化のため必要な措置を講ずること。

二 公務員の労働基本権及び人事院制度、給与制度、職員の能力及び実績に応じた

処遇並びに幹部職員の選抜及び育成に係る制度その他の公務員に係る制度の在り

方について、第五十一条に規定する措置の進捗状況その他の状況を踏まえつつ、

国民の意見に十分配慮して、幅広く検討を行うこと。

三 国と民間企業との間の人事交流を促進するため必要な措置を講ずるとともに、

国と大学その他の研究機関との間の人事交流を促進するための措置について検討

を行うこと。
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５ 経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006（抄）

（平成18年７月７日閣議決定）

第３章 財政健全化への取組

１. 歳出・歳入一体改革に向けた取組

(4) 第Ⅱ期目標の達成に向けて

② 歳出改革

ⅱ. 各分野における歳出改革の具体的内容

（別紙）

（別紙）公務員人件費・独立行政法人・公益法人

（Ⅰ. 公務員人件費）

2011年度に基礎的財政収支を黒字化することを目標に、社会保障を含

めた歳出カットや国民負担増の可能性を検討している中にあって、厳し

い公務員人件費の見直しは不可欠の課題である。

今後、経済成長に伴う民間賃金の上昇により増加が見込まれる公務員

人件費について、既に決まっている改革だけでなく、更なる改革を断行

し、公務員人件費を削減する （以下の更なる改革全体で▲2.6兆円の削。

減効果）

国会についても 「先ず隗より始めよ」として、自ら歳出改革に取り、

組むことを要請する。具体的には、衆議院、参議院それぞれの検討の場

において、国会職員の定員の純減や給与の見直し等を含む改革案が取り

、 。 、まとめられており これらを速やかに実現していくことを求める また

議員歳費についても、国家公務員の給与改革の成果を的確に反映するこ

とを求める。

○ 国家公務員

国家公務員人件費について、既に決まっている定員純減と給与構造改

革を着実に実行するとともに、定員・給与両面で更なる改革を行う。

＜既に決まっている改革＞

① 国の行政機関で▲5.7％の定員純減等（2010年度まで）を達成する。

② 地域の民間賃金の反映等のための給与構造改革を実行する。

＜更なる改革＞

① 定員純減を2011年度まで継続する。

② 人事院において比較対象企業規模を見直すことを要請する（100人

以上⇒50人以上 。）

○ 地方公務員

（略）

○ 公務員制度改革

各地域における公務員の給与、処遇の在り方について、民間企業の実

態を踏まえ、能力主義や実績評価に基づいたものとなるよう厳しく見直

すとともに、公務員の労働基本権や人事院・人事委員会制度の在り方を

含む公務員制度全体の改革の検討を早期に開始する。

（略）
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６ 官民給与の比較方法に関する主な国会議論

○ 平成17年９月28日 衆・本会議

（前原誠司君）人事院勧告のもととなる民間給与は、相変わらず企業規模百人以上かつ

事業所規模五十人以上が基準になっています。人事院勧告決定については、零細企

業も含めた民間給与の実態を踏まえたものとすべきではないでしょうか。

（内閣総理大臣（小泉純一郎君 ）人事院勧告のもととなる民間企業の企業規模について）

でございますが、公務員給与と民間給与との比較方法については、政府として、比

較する民間企業の規模も含めて早急に総合的検討を行うよう人事院に対し要請して

いるところであり、今後、人事院において検討が進められる予定であると承知して

おります。

○ 平成17年９月30日 衆・予算委

（前原委員 ・・・今の人事院勧告制度は大企業を中心に考えられている。零細企業が入）
っていない。中小零細も含めたサラリーマンの給与水準というのは約四百四十万で
すよ。それからすると、余りにも大き過ぎるんじゃないか。つまりは、国民の皆さ
ん方へサービスを提供する公務員の給料が高過ぎる、これをどう考えていくのかと
いうことがまず一つですね ・・・。

そういう意味で、提案なんですが、もう一度総理に、おとついの確認になります
けれども、人事院勧告は、今回の特別国会でもそれに基づいて法案が出されていま
すが、零細企業を含めた人事院勧告にしなきゃいけないんじゃないかというふうに
私は思うんですが、どうですか。規模の大きいところを中心に公務員の給与を決め
るから、先ほど申し上げたような官民逆格差が生まれてきているんじゃないでしょ
うか。

（小泉内閣総理大臣 ・・・日本の公務員に対しましては労働基本権というものが制約さ）
れているということから、人事院勧告というものを尊重している。その人事院勧告
の答申というもの、これが民間の給与と比べて、どこの民間の給与を比較するかと
いうと、大体規模において、今言った零細が入っていない、中堅以上。それも全国
一律というと、東京とか首都圏の規模、大企業なり、ある程度何百人以上かという
規模。これを全国の公務員に当てはめますと、地方に行くと、そんな大きな企業な
いというんですよ。首都圏では中堅企業でも、その中堅企業という対象になってい
るものでさえも地方にはないんだ、恵まれているんだと。そういうところと比べれ
ば、地方に働いている国家公務員は恵まれ過ぎているじゃないかという声があるの
も承知しております。

ですから、今後、地域に、どのぐらいの地域に分けるかというのはこれまた一つ
問題であります。何ブロックに分けるかというのも問題でありますけれども、県別
じゃなくて、ある程度広い地域においての比較するべき民間の企業、これをどの程
度の規模にするか。首都圏だけの、いわゆる民間のしかるべき中堅以上の企業とい
うものがない地方もあるんですから、そういう点も含めて、一律じゃなくて、各地
方を見ながら規模、対象をよく検討し直す、そして公務員の給料を是正していくと

、 。いうような見方をすべきじゃないかということで 今検討してもらっているんです
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○ 平成17年10月18日 参・総務委

（高嶋良充君）私は、人事院が自ら主体的に公務員給与の官民比較調査、官民比較の方
法等を議論をされて、その方向性を出していくということにまで反対をしているわ
けではありません。

ただ、最近、公務員の給与水準は民間賃金と比較して高いのではないか、民間企
業の実態と乖離しているのではないかというような批判が各方面から出されていま
す。これも私はまた当然のことだというふうに思うんですね。確かに、パートやア
ルバイトや派遣労働者などということで働き方が多様化をしてきている。そのこと
によって全労働者の平均賃金が下がっているということは、これは事実だというふ
うに思います。しかし、だからといって公務員労働者の賃金比較を全労働者平均基
準に合わすべきという考え方は、やはり、これはやっぱり少し乱暴ではないかとい
うふうに思うわけですね。

先ほど福井日銀総裁のお話が人事院総裁から出ましたけれども、福井総裁も経済
財政諮問会議の中で、先ほどとは別にこういう話もされています。公務員の給与水
準が低ければ低いほど良いというものではない、やはり少ない人数で元気に働いて
もらわなければ、国民に対する十分な仕事はできないんではないかと、こう言って
おられるわけですね。

また一方で、信州大学の高梨昌教授、これはちょっと古い文献ですけれども、現
行の比較基準、これは百人、五十人という部分ですけれども、現行の比較基準は、
公務員の職務の性質と責任の程度や学歴水準の面などから見て、比較対象としては
問題があると、問題があると言っておられるんです。だけれども、中身は全然別の
問題意識なんですね。公務労働と同質同等の職務はどちらかといえば大企業の労働
者を対象とすべきであると、そういうふうに言っておられて、その中で、とりわけ
今回のことにも差し入っておられるんですけれども、逆に民間の小零細企業まで調
査対象に加え、官民比較の対象を拡大すべきだという意見は論外だと、これでは良
質の公務員採用も公務サービスの向上も見込めなくなるおそれがあると、こういう
ふうに言っておられる方もあるわけですね。

とりわけ、人勧というのは裁判官の皆さん方や自衛官にも影響をする、こういう
ことでございます。下げるだけでは働く意欲も士気向上の面からも非常に大きな問
題がある。そういう意味では、人事院総裁、公務員にふさわしい給与水準でなけれ
ばならないというふうに思っているんですが、いかがお考えでしょうか。

（政府特別補佐人（佐藤壮郎君 ）おっしゃるとおりだというふうに思います。）
官民比較の際にはやはり同質同等の職務を民間と比較するということはこれは大

原則でございまして、すべての職種の民間労働者を雇用形態にかかわらず単純平均
してそれに公務員給与を合わせるというのは、おっしゃるとおり正に論外の話では
ないかというふうに思います。

○ 平成17年10月18日 参・総務委

（又市征治君）人事院の民間賃金調査についてお伺いをいたしますが、企業規模で百人
以上、事業所規模で五十人以上の常勤社員の実態調査というのは、公務職場の規模
と比べてもむしろ少ないくらい、こういう感じがしないわけじゃありませんが、あ
わせて労働基本権の代償措置と、こういうこともありますから、これは当然のこと
だと思うんですね。これを何だろうと下げろというのは、むしろこの論理からいっ
て、これはとんでもないおかしな話ということで、人事院はそういう立場を取って
ないということを、お取りだろうと思います。

またもう一方で、嘱託や派遣や契約社員といった身分不安定な低賃金で働かされ
ている非正社員を含めて比較しろと、こういう話がまた出てきている。これはもっ
と言うならば、低賃金の方に合わせなさい、平均化しなさい、こういう意図なわけ

、 。であって これも今ほど申し上げた論理に反していくということだと思うんですが
したがって、人事院はこれらの圧力に屈することではなくて、先ほども出ました
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が、一九六五年以来、もう四十年にわたる、長年にわたって積み上げられてきた確
、 、 、立したこの比較制度 このことをしっかりとやっぱり踏まえて むしろこれを国民

勤労者のスタンダードとして示していくような、こういう姿勢こそが求められてい
るんだろうと、そう思います。そうでなければ、むしろこの労働基本権の代償措置
としての人事院の機能あるいはそうした代償措置、そのことが壊されてしまう、こ
ういうふうに思いますが、この点について人事院総裁のしっかりとした御答弁をい
ただいておきたいと思います。

（政府特別補佐人（佐藤壮郎君 ）先ほど藤本委員の御質問にもお答えいたしましたけれ）
ども、確かに四十年前の企業規模を含めた官民比較方法というのは、その基本部分
については四十年間変えていないわけでございます。その間に、民間企業の在り方
あるいは雇用の多様化等々、いろいろ周辺状況の変化がございますので、この時点

、で企業規模を含めた官民比較方法の在り方の妥当性について検証をするというのは
人事院勧告制度に対して国民の信頼を得るためにもやはり私は必要な作業だという
ふうに思います。

ただ、その見直しの作業あるいは検証の作業というのは決して公務員給与を下げ
るために行うわけではございませんし、当然のことながら非正規社員を入れるとい
うふうなことは毛頭私どもの頭の中にはないということはここで明確にしておきた
いというふうに思います。

○ 平成17年10月20日 衆・総務委

（渡辺（周）委員）人事院のデータをもとにして国家公務員の平均給与を出しますと大
体六百二十九万五千円だ。そして、国税庁の出します民間の平均給与ですと四百三

、 、 。 、十九万円 これは先般発表されていました 一番直近の数字でございます そして
厚生労働省の賃金センサス、これは賃金に関する統計としては最も規模の大きい調
査、七万事業所、百四十万人をサンプルにして、常用労働者五人以上九人以下とい
う民営の事業所からもデータをとっている。それを見ますと、その場合は、大体二

、 、 。〇〇四年で 高卒以上だけを考えて割り出しますと およそ四百五十九万七千円だ
つまり、厚生労働省の調査では四百五十九万七千円、国税庁の調査では約四百三

十九万円。ところが、大手の企業だけを対象にしております人事院の調査を見ると
六百二十九万五千円。もう百七十万円から百九十万円ぐらいの官民の違いがあるん
です。この同じ国の機関がとっている統計調査を、対象を広げるだけでこれだけ違
うんですよ。

ですから、私たちは、今回のこの国家公務員法一部改正案の中で、残念ながら付
、 、託をされず ここで対案という形では提案をすることができませんでしたけれども

まさに今申し上げましたように、給与勧告の基礎となる調査、これについては、や
はりあまねく、できるだけ多くの国民の理解と納得が得られるような形でやるべき

、 、 、ではないかということを法案にしまして 我々は 付託されませんでしたけれども
法律案として提案をしたところでございます。

○ 平成17年10月27日 参・総務委

（吉川春子君）公務員の賃金を更に引き下げるために非正規雇用の社員、派遣社員まで
官民比較の対象に含めるということまで財界等は要求していますけれども、こうい
う方向にもう人事院は進むんですか。

（政府特別補佐人（佐藤壮郎君 ）人事院が基本としているのはラスパイレス方式による）
官民の比較でございまして、これはあくまでも対象は正規社員かつ類似職種、同じ
ような仕事の仕方をしている者同士を比較するというのは、私どもの官民比較の場
合の大原則でございます。

一方で、非正規社員と言われる者の中には短期雇用を前提に時給制が多い、ある
いは諸手当の支給割合が低いなど、雇用形態、賃金形態が常勤職員とは明確に異な
っているわけでございまして、公務との比較対照とするのは困難だというふうに思
っております。
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○ 平成18年３月29日 参・総務委

（又市征治君）私は、十四日のこの委員会で、今の官民の賃金引下げ競争、賃金デフレ

スパイラルをどういうふうに思うか、こういうふうにお聞きをしました。そのとき

総裁は、この春の民間の賃上げには期待をする、このようなことを御答弁なさった

と思います。

しかし、聞くところによりますと、二十日の日に人事院の研究会で官民給与の比

較方法の変更案が出されたというふうに聞きます。これは政府・与党の要求である

とか、一部のマスコミの論調に追随をして人事院の権能放棄、低賃金化に手をかす

ことになるんではないのかと私は危惧をいたします。

この件はまだ流動的だというふうにお聞きしますから今日は質問いたしませんけ

れども、人事院の民間給与実態調査というのは、公務員労働者の労働基本権剥奪の

代償として行う以上、労働者側の同意性も重視をしながら、長年の検討の上に確立

をしてきた同種同規模の民間職場の正社員を対象とした比較方法に基づいて行われ

るべきものだろう、このように思います。くれぐれも将来に禍根を残さぬように、

一言申し上げておきたいと思います。

○ 平成18年４月10日 衆・行革特委

（福田（昭）委員）それでは次に、官民比較方法の見直しについてお伺いをさせていた

だきます。

まず、これは人事院総裁にちょっとお伺いをしたいんですが、二〇〇五年、去年

の春闘時、勧告時には、現行の比較企業規模は民間会社の従業員の過半数をカバー

しており、このような状況に大きな変化がなければ適当なものと考えていると回答

しているようでございますが、その考え方が今回法律案で変わってきて、それに基

づいて対応しているようでございますが、その考え方が変わったのは何の理由で変

わったのか、お答えをいただきたいと思います。

（佐藤政府特別補佐人）官民企業の比較方法のあり方につきましては、現在、人事院に

おいて、学識経験者による研究会、それから各界有識者による懇談会を設置いたし

まして、検討をお願いしているところでございます。今般、研究会の中間取りまと

めをいただいたところでございます。

公務員給与につきましては、人事院は従来から職員団体と十分な意見交換を行っ

てきておりまして、本年の春闘期におきましても、職員団体と官民給与の比較方法

に関しても意見交換を重ねて、本年の民間給与実態調査の調査企業対象規模につき

ましては、企業規模五十人以上の小規模企業を調査の対象に含める必要があると判

断しているところでございます。

実際に本年の勧告の際に比較対象とする企業規模をどうするかということにつき

ましては、研究会等における今後の検討状況等を踏まえて、各省または職員団体等

の意見も十分に聞きつつ、引き続き検討していきたいと考えております。

25



26



27



 (注) １人で複数社の内定を得ている場合には、全ての企業を計上している。

８　国家公務員採用試験の申込者数の推移及び競合する民間企業の規模

Ⅱ種試験合格者

（関東甲信越）

企業規模1,000人以上

平成17年国家公務員試験の内定者が内定を得た民間企業の規模別割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 （平成17年人事院調査）

国家公務員採用Ⅰ種試験・Ⅱ種試験の申込者数の推移

　Ⅰ種試験合格者   　内定企業の規模  

７７．９％ ６２．７％

企業規模100～999人

企業規模100人未満

１７．２％ ３０．５％

　０．８％ 　１．７％
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